
●開催日時●

2010年７月３１日 11：00～

●開催場所●

ホテルボストンプラザ草津



昭和46年（1971） 5月24日生

昭和53年3月 私立嵯峨幼稚園卒園

昭和59年3月 大津市立日吉台小学校卒業

昭和62年3月 大津市立日吉中学校卒業 （軟式野球部・生徒会会長）

平成2年3月 滋賀県立膳所高等学校卒業 （硬式テニス部・生徒会会長）

平成6年3月 一橋大学経済学部卒業 （石弘光ゼミナール・硬式テニス部）

平成6年4月 西日本旅客鉄道株式会社 （JR西日本）入社広島支社岩国駅（駅
営業係） 広島運転所（運転士） 広島支社営業課 （営業スタッフ）

本社総合企画本部 （グループ経営推進室）

平成11年11月 西日本旅客鉄道労働組合 （JR西労組） 中央本部青年女
性委員長（専従）日本鉄道労働組合連合会（JR連合）
青年・女性委員会議長（兼務）

平成14年4月 （財）松下政経塾入塾（第23期生） 各種研修・講座／現場
実習（福祉・教育・選挙等）

平成15年6月 民主党滋賀県第3区総支部長就任

平成15年11月 衆議院議員初当選

平成17年9月 衆議院議員当選

平成21年8月 衆議院議員当選(現在三期目) 103,445票

平成21年9月 国土交通大臣政務官を拝命

平成22年6月 国土交通副大臣を拝命



平成１５年 衆議院議員初当選

草津市 ： ２６,０４７
守山市 ： １４,４５６
栗東市 ： １２,４２０
野洲市 ： １１,３０２

平成１７年 衆議院議員当選（２期目）

草津市 ： ２９,３４３
守山市 ： １７,３９１
栗東市 ： １４,３３７
野洲市 ： １３,２０１

草津市 ： ４０,６２７

守山市 ： ２４,６２８

栗東市 ： ２０,３０４

野洲市 ： １７,８８６

平成２１年 ８月

衆議院議員当選（３期目）



交通政策

国民の足である公共交通の安全性・利便性を高め
るため、協議を進める。2008年3月31日には期限に
より暫定税率が廃止され一時的にではあるが「減
税」が実現。

タクシー法案

自身が中心となって取りまとめたタクシー政策・法
案の内容が大幅に盛り込まれた修正法案が成立！

交通基本法

移動する権利を保障し、温暖化と高齢化に対応した
まちづくりと交通政策を目指す！

耐震郷土偽装問題
証人喚問にて姉歯氏に対し尋問。

偽装と不正の実態を追及！

長期優良住宅法案

住宅を価値のある財産に！木造の振興、国産材の
活用、人材の育成など法案の「修正」を実現！

観光立国推進基本法

議員立法として策定に取り組んだ「観
光立国推進基本法」が提出され、全会
一致で可決。与党とも交渉・調整しなが
ら、政策の内容から法文にまでこだ
わって作った法律が成立することの重
みを実感。





ー副大臣の役割ー

その省の長である大臣の命を
受け、政策及び企画をつかさどり、
政務を処理することと規定されて
います。また大臣が不在の場合
は、大臣の命を受け、副大臣が
その職務を代行します。

ー政務官の役割ー

その省の長である大臣を助け、
特定の政策及び企画に参画し、
政務を処理することと規定してい
ます。

副大臣と政務官との違いは、副
大臣が省務全般の政務を担当す
ることとされるのに対し、政務官
は特定の政策や企画における政
務を担当する点です。
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25日（日）嘉田知事との国政・県政懇談会
26日（月）→上京

社会資本整備・交通政策についての会議

丹羽中国大使壮行会･･･等

27日（火）下水道展（名古屋）、
海技教育機構（静岡）視察

28日（水）天竜川 佐久間ダム等視察 →滋賀

29日（木）→東京
副大臣会議（官邸）陳情・面会対応



8:00 林久美子参議院議員の初登院に同行！
12:00 大臣との協議、政務三役会議
13:00 衆議院本会議
13:30 水政策シンポジウムで基調講演

ダム事業・治水政策の検討（省内で河川局と）

15:00 臨時国会開会式
（参議院本会議場にて、天皇陛下をお迎えして）

15:30 民主党 政策調査会会議

19:00 JAL経営再建について（大臣と、航空局と）
23:00 滋賀県自宅に帰着





（2005～2009年：総務省「人口推計」、2010～2050年：国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口」（中位推計））

（総人口：千人）

（15歳未満率）
（65歳以上率）

（年）

2005年
約20.0％

2023年
約30.0％

2050年
約40.0％

2005年
約1.27億人

2024年
約1.20億人

2045年
約1億人 2050年

約9500万人

2005年
約14.0％ 2025年

約10.0％

2050年
約8.5％

将来の総人口、少子高齢化率の推移



我が国を月収40万円の家計にたとえると、一月当たり37万円の借金をして一月の家計を
成り立たせていることになり6千万円強のローンを抱えていることになります。

＜１ヶ月分の家計にたとえた場合＞

一世帯月収 ４０万円

必要経費総額 ７７万円

家計費 ４５万円

田舎への仕送り １５万円

ローン元利払 １７万円

不足分＝借金 ３７万円

ローン残高 6,370万円

＜平成22年度一般会計＞

税収＋税外収入 48.0兆円

一般会計歳出 92.3兆円
一般歳出 53.5兆円
地方交付税等 17.5兆円
国債費 20.6兆円

公債金収入＝借金 44.3兆円

公債残高 637兆円



（財務省公表資料を元に作成）
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特例公債発行額

１

一般会計歳出

一般会計税収

建設公債発行額

※平成20年度までは決算、21年度は第2次補正後予算、22年度は当初予算による。
※平成2年度は、湾岸地域における平和回復活動を支援するための財源を調達するための臨時特別公債を約1兆円発行。

（年度）

（兆円）

特例公債発行額

１

一般会計税収、歳出総額及び公債発行額の推移









◆子ども手当て １．７兆円

◆農業の戸別所得補償 ０．６兆円

◆高校の実質無償化 ０．４兆円

◆暫定税率 ０．２兆円

◆高速道路の無料化 ０．１兆円

◆年金記録問題 ０．１兆円

◆雇用対策 ０．０兆円

安易に国債増発に依存することなく、行政刷新会議における事業仕分け等を
通じて予算の全面的な組み替えを実現し、必要な財源を確保

行政刷新会議の事業仕分けの評価結果の反映など

公益法人等の基金等の返納 １．０兆円

要求段階から歳出削減 １．０兆円

要求段階での削減 １．３兆円

(注１) 子ども手当及び児童手当特例交付金を含む。
(注２) 医師不足対策については、急性期入院医療に4000億円程度の医療費増額（薬価改定が財源）
































